
労働者災害補償保険法 健康保険法 国民年金法 厚生年金保険法

・労働者が、故意に負傷、疾病、障害若しくは死亡又はその直接の原因となった事故を生
じさせたときは、政府は、保険給付を行わない。

・被保険者又は被保険者であった者が、自己の故意の犯罪行為に
より、又は故意に給付事由を生じさせたときは、当該給付事由に係
る保険給付は、行わない。

・故意に障害又はその直接の原因となった事故を生じさせた者の当該
障害については、これを支給事由とする障害基礎年金は、支給しない。

・被保険者又は被保険者であった者が、故意に、障害又はその直接の原因
となった事故を生ぜしめたときは、当該障害を支給事由とする障害厚生年金
又は障害手当金は、支給しない。

・遺族基礎年金、寡婦年金又は死亡一時金は、被保険者又は被保険者
であった者を故意に死亡させた者には、支給しない。
　被保険者又は被保険者であった者の死亡前に、その者の死亡によっ
て遺族基礎年金又は死亡一時金の受給権者となるべき者を故意に死
亡させた者についても、同様とする。

・遺族厚生年金は、被保険者又は被保険者であった者を故意に死亡させた
者には、支給しない。
　被保険者又は被保険者であった者の死亡前に、その者の死亡によって遺
族厚生年金の受給権者となるべき者を故意に死亡させた者についても、同
様とする。

・労働者が、①・②のいずれかに該当する場合(厚生労働省令で定める場合に限る。)に
は、休業補償給付は、行わない。
①刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されている場合
②少年院その他これに準ずる施設に収容されている場合

・被保険者又は被保険者であった者が、①・②のいずれかに該当す
る場合には、疾病、負傷又は出産につき、その期間に係る保険給
付（傷病手当金及び出産手当金の支給にあっては、厚生労働省令
で定める場合に限る。）は、行わない。
①少年院その他これに準ずる施設に収容されたとき
②刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されたとき

・20歳前障害による障害基礎年金は、受給権者が①～④のいずれかに
該当するとき（②・③に該当する場合は、厚生労働省令で定める場合に
限る。）は、その該当する期間、その支給を停止する。
①恩給法に基づく年金たる給付、労働者災害補償保険法の規定による
年金たる給付その他の年金たる給付であって政令で定めるものを受け
ることができるとき
②刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されているとき
③少年院その他これに準ずる施設に収容されているとき
④日本国内に住所を有しないとき

・労働者が故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由がなくて療養に
関する指示に従わないことにより、負傷、疾病、障害若しくは死亡若しくはこれらの原因と
なった事故を生じさせ、又は負傷、疾病若しくは障害の程度を増進させ、若しくはその回
復を妨げたときは、政府は、保険給付の全部又は一部を行わないことができる。

・被保険者が闘争、泥酔又は著しい不行跡によって給付事由を生じ
させたときは、当該給付事由に係る保険給付は、その全部又は一
部を行わないことができる。

・故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由がなくて
療養に関する指示に従わないことにより、障害若しくはその原因となった
事故を生じさせ、又は障害の程度を増進させた者の当該障害について
は、これを支給事由とする給付は、その全部又は一部を行わないことが
できる。
　自己の故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由
がなくて療養に関する指示に従わないことにより、死亡又はその原因と
なった事故を生じさせた者の死亡についても、同様とする。

・被保険者又は被保険者であった者が、自己の故意の犯罪行為若しくは重
大な過失により、又は正当な理由がなくて療養に関する指示に従わないこと
により、障害若しくは死亡若しくはこれらの原因となった事故を生ぜしめ、若
しくはその障害の程度を増進させ、又はその回復を妨げたときは、保険給付
の全部又は一部を行なわないことができる。

【参考】
・労働者が故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、負傷、疾病、障害若しくは死亡若
しくはこれらの原因となった事故を生じさせた場合
　（対象給付）休業（補償）給付・傷病（補償）年金・障害（補償）年金
　（制限内容）保険給付のつど給付額の30％相当額を減額（療養開始後3年以内）

・労働者が正当な理由がなくて療養に関する指示に従わないことにより、負傷、疾病若し
くは障害の程度を増進させ、若しくはその回復を妨げたとき
　（対象給付と制限内容）休業（補償）給付→10日分相当額を減額
　（対象給付と制限内容）傷病（補償）年金→365分の10相当額を減額

・保険者は、偽りその他不正の行為により保険給付を受け、又は受
けようとした者に対して、6月以内の期間を定め、その者に支給すべ
き傷病手当金又は出産手当金の全部又は一部を支給しない旨の
決定をすることができる。
　ただし、偽りその他不正の行為があった日から1年を経過したとき
は、この限りでない。

・保険者は、保険給付を受ける者が、正当な理由なしに、「文書の提
出等」の規定による命令に従わず、又は答弁若しくは受診を拒んだ
ときは、保険給付の全部又は一部を行わないことができる。

・年金給付は、①・②のいずれかに該当する場合においては、その額の
全部又は一部につき、その支給を停止することができる。
①受給権者が、正当な理由がなくて、「受給権者に関する調査」の規定
による命令に従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に応じな
かったとき
②障害基礎年金の受給権者又は障害等級に該当する障害の状態にあ
ることによりその額が加算されている子が、正当な理由がなくて、「障害
状態の診断」の規定による命令に従わず、又は職員の診断を拒んだと
き

・年金たる保険給付は、①～③のいずれかに該当する場合には、その額の
全部又は一部につき、その支給を停止することができる。
①受給権者が、正当な理由がなくて、「受給権者に関する調査」の規定によ
る命令に従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に応じなかったと
き
②障害等級に該当する程度の障害の状態にあることにより、年金たる保険
給付の受給権を有し、又は「加給年金額」の規定によりその者について加算
が行われている子が、正当な理由がなくて、「障害状態の診断」の規定によ
る命令に従わず、又は診断を拒んだとき
③②に規定する者が、故意若しくは重大な過失により、又は正当な理由がな
くて療養に関する指示に従わないことにより、その障害の回復を妨げたとき

一部

・保険者は、被保険者又は被保険者であった者が、正当な理由なし
に療養に関する指示に従わないときは、保険給付の一部を行わな
いことができる。

一時
差し止め

・政府は、保険給付を受ける権利を有する者が、正当な理由がなくて、「届出等」の規定に
よる届出をせず、若しくは書類その他の物件の提出をしないとき、又は「労働者及び受給
者の報告、出頭等」「受診命令」の規定による命令に従わないときは、保険給付の支払を
一時差し止めることができる。

・受給権者が、正当な理由がなくて、「届出等」の規定による届出をせ
ず、又は書類その他の物件を提出しないときは、年金給付の支払を一
時差し止めることができる。

・受給権者が、正当な理由がなくて、「届出等」の規定による届出をせず、又
は書類その他の物件を提出しないときは、保険給付の支払を一時差し止め
ることができる。

消滅

①労働者を故意に死亡させた者は、遺族補償給付を受けることができる遺族としない。
②労働者の死亡前に、当該労働者の死亡によって遺族補償年金を受けることができる先
順位又は同順位の遺族となるべき者を故意に死亡させた者は、遺族補償年金を受けるこ
とができる遺族としない。
③遺族補償年金を受けることができる遺族を故意に死亡させた者は、遺族補償一時金を
受けることができる遺族としない。労働者の死亡前に、当該労働者の死亡によって遺族
補償年金を受けることができる遺族となるべき者を故意に死亡させた者も、同様とする。
④遺族補償年金を受けることができる遺族が、遺族補償年金を受けることができる先順
位又は同順位の他の遺族を故意に死亡させたときは、その者は、遺族補償年金を受ける
ことができる遺族でなくなる。この場合において、その者が遺族補償年金を受ける権利を
有する者であるときは、その権利は、消滅する。

・遺族基礎年金の受給権は、受給権者が他の受給権者を故意に死亡さ
せたときは、消滅する。

・遺族厚生年金の受給権は、受給権者が他の受給権者を故意に死亡させた
ときは、消滅する。

・障害厚生年金の受給権者が、故意若しくは重大な過失により、又は正当な
理由がなくて療養に関する指示に従わないことにより、その障害の程度を増
進させ、又はその回復を妨げたときは、「障害厚生年金額の改定」の規定に
よる改定を行わず、又はその者の障害の程度が現に該当する障害等級以
下の障害等級に該当するものとして、改定を行うことができる。

・保険料を徴収する権利が時効によって消滅したときは、当該保険料に係る
被保険者であった期間に基づく保険給付は、行わない。
　ただし、当該被保険者であった期間に係る被保険者の資格の取得につい
て届出又は確認の請求があった後に、保険料を徴収する権利が時効によっ
て消滅したものであるときは、この限りでない。

全部
（不支給）

全部
又は
一部

その他



基本手当（給付日数を延長した場合）

原則 受給資格者が、公共職業安定所の紹介する職業に就
くこと又は公共職業安定所長の指示した公共職業訓練
等を受けることを拒んだときは、その拒んだ日から起
算して1箇月間は、基本手当を支給しない

受給資格者が、正当な理由がなく、厚生労働大臣の定
める基準に従って公共職業安定所が行うその者の再
就職を促進するために必要な職業指導を受けることを
拒んだときは、その拒んだ日から起算して1箇月を超え
ない範囲内において公共職業安定所長の定める期間
は、基本手当を支給しない

被保険者が自己の責めに帰すべき重大な理由によっ
て解雇され、又は正当な理由がなく自己の都合によっ
て退職した場合には、待期期間の満了後1箇月以上3
箇月以内の間（※）で公共職業安定所長の定める期間
は、基本手当を支給しない

※退職日が令和7年4月1日以降である場合は原則1箇
月、令和7年3月31日以前である場合は原則2箇月。た
だし、退職日から遡って5年間のうちに2回以上正当な
理由なく自己都合退職し受給資格決定を受けた場合、
給付制限は3箇月。また、自己の責めに帰すべき重大
な理由によって解雇（重責解雇）された場合、給付制限
は3箇月となる。

偽りその他不正の行為により求職者給付又は就職促
進給付の支給を受け、又は受けようとした者には、これ
らの給付の支給を受け、又は受けようとした日以後、
基本手当を支給しない

訓練延長給付、個別延長給付、広域延長給付又は全
国延長給付を受けている受給資格者が、正当な理由
がなく、公共職業安定所の紹介する職業に就くこと、公
共職業安定所長の指示した公共職業訓練等を受ける
こと又は厚生労働大臣の定める基準に従って公共職
業安定所が行うその者の再就職を促進するために必
要な職業指導を受けることを拒んだときは、その拒ん
だ日以後基本手当を支給しない

日雇労働求職者給付金の支給を受けることができる者
が公共職業安定所の紹介する業務に就くことを拒んだ
ときは、その拒んだ日から起算して7日間は、日雇労働
求職者給付金を支給しない

日雇労働求職者給付金の支給を受けることができる者
が、偽りその他不正の行為により求職者給付又は就
職促進給付の支給を受け、又は受けようとしたときは、
その支給を受け、又は受けようとした月及びその月の
翌月から3箇月間は、日雇労働求職者給付金を支給し
ない

例外 ただし、次のいずれかに該当するときは、この限りでな
い

①紹介された職業又は公共職業訓練等を受けることを
指示された職種が、受給資格者の能力からみて不適
当であると認められるとき
②就職するため、又は公共職業訓練等を受けるため、
現在の住所又は居所を変更することを要する場合に
おいて、その変更が困難であると認められるとき
③就職先の賃金が、同一地域における同種の業務及
び同程度の技能に係る一般の賃金水準に比べて不当
に低いとき
④同盟罷業又は作業所閉鎖の行われている事業所に
紹介されたとき
⑤その他正当な理由があるとき

ただし、次に掲げる受給資格者については、この限り
でない

①公共職業安定所長の指示した公共職業訓練等を受
ける受給資格者（公共職業安定所長の指示した公共
職業訓練等を受ける期間及び当該公共職業訓練等を
受け終わった日後の期間に限る）
②所定の教育訓練その他の厚生労働省令で定める訓
練を基準日前1年以内に受けたことがある受給資格者
（正当な理由がなく自己の都合によって退職した者に
限る）
③②に規定する訓練を基準日以後に受ける受給資格
者（②に規定する訓練を受ける期間及び当該訓練を受
け終わった日後の期間であって、正当な理由がなく自
己の都合によって退職した者に限る）

ただし、やむを得ない理由がある場合には、基本手当
の全部又は一部を支給することができる

これらの給付の支給を受け、又は受けようとした日以
後新たに受給資格を取得した場合には、本規定にか
かわらず、その新たに取得した受給資格に基づく基本
手当を支給する

ただし、その者が新たに受給資格を取得したときは、こ
の限りでない

ただし、次のいずれかに該当するときは、この限りでな
い

①紹介された業務が、その者の能力からみて不適当
であると認められるとき
②紹介された業務に対する賃金が、同一地域における
同種の業務及び同程度の技能に係る一般の賃金水準
に比べて不当に低いとき
③同盟罷業又は作業所閉鎖の行われている事業所に
紹介されたとき
④その他正当な理由があるとき

ただし、やむを得ない理由がある場合には、日雇労働
求職者給付金の全部又は一部を支給することができ
る

認定 正当な理由があるかどうかの認定は、公共職業安定
所長が厚生労働大臣の定める基準に従ってするもの
とする

正当な理由があるかどうかの認定は、公共職業安定
所長が厚生労働大臣の定める基準に従ってするもの
とする

受給資格者が①～③の場合に該当するかどうかの認
定は、公共職業安定所長が厚生労働大臣の定める基
準に従ってするものとする

日雇労働求職者給付金の支給を受けることができる者
についての①～④のいずれかに該当するかどうかの
認定は、公共職業安定所長が厚生労働大臣の定める
基準に従ってするものとする

他 基本手当の受給資格に係る離職について、基本手当
を支給しないこととされる場合において、当該基本手当
を支給しないこととされる期間に7日を超え30日以下の
範囲内で厚生労働省令で定める日数（21日）及び当該
受給資格に係る所定給付日数に相当する日数を加え
た期間が1年（所定給付日数が360日である受給権者
は、1年に60日を加えた期間）を超えるときは、当該受
給資格者の受給期間は、当該超える期間を加えた期
間とする

受給資格者が本規定により基本手当を支給されないこ
ととされたため、当該受給資格に基づき基本手当の支
給を受けることができる日数の全部について基本手当
の支給を受けることができなくなった場合においても、
算定基礎期間の規定の適用については、当該受給資
格に基づく基本手当の支給があったものとみなす

上記規定に該当する受給資格者が個別延長給付、広
域延長給付、全国延長給付又は訓練延長給付を受け
る場合におけるその者の受給期間についての調整に
関して必要な事項は、厚生労働省令で定める

就職促進給付 教育訓練給付 高年齢雇用継続給付 介護休業給付 育児休業給付（出生時育児休業給付金） 出生後休業支援給付（出生後休業支援給付金） 育児時短就業給付（育児時短就業給付金）

原則 偽りその他不正の行為により求職者給付又は就職促
進給付の支給を受け、又は受けようとした者には、これ
らの給付の支給を受け、又は受けようとした日以後、
就職促進給付を支給しない

偽りその他不正の行為により教育訓練給付金の支給
を受け、又は受けようとした者には、当該給付金の支
給を受け、又は受けようとした日以後、教育訓練給付
金を支給しない

偽りその他不正の行為により次の①・②に掲げる失業
等給付の支給を受け、又は受けようとした者には、当
該給付の支給を受け、又は受けようとした日以後、①・
②に定める高年齢雇用継続給付を支給しない
①高年齢雇用継続基本給付金
②高年齢再就職給付金又は当該給付金に係る受給資
格に基づく求職者給付若しくは就職促進給付

偽りその他不正の行為により介護休業給付金の支給
を受け、又は受けようとした者には、当該給付金の支
給を受け、又は受けようとした日以後、介護休業給付
金を支給しない

偽りその他不正の行為により育児休業給付の支給を
受け、又は受けようとした者には、当該給付の支給を
受け、又は受けようとした日以後、育児休業給付を支
給しない

偽りその他不正の行為により出生後休業支援給付の
支給を受け、又は受けようとした者には、当該給付の
支給を受け、又は受けようとした日以後、出生後休業
支援給付を支給しない

偽りその他不正の行為により育児時短就業給付の支
給を受け、又は受けようとした者には、当該給付の支
給を受け、又は受けようとした日以後、育児時短就業
給付を支給しない

例外 ただし、やむを得ない理由がある場合には、就職促進
給付の全部又は一部を支給することができる

ただし、やむを得ない理由がある場合には、教育訓練
給付金の全部又は一部を支給することができる

ただし、やむを得ない理由がある場合には、当該高年
齢雇用継続給付の全部又は一部を支給することがで
きる

ただし、やむを得ない理由がある場合には、介護休業
給付金の全部又は一部を支給することができる

ただし、やむを得ない理由がある場合には、育児休業
給付の全部又は一部を支給することができる

ただし、やむを得ない理由がある場合には、出生後休
業支援給付の全部又は一部を支給することができる

ただし、やむを得ない理由がある場合には、育児時短
就業給付の全部又は一部を支給することができる

本規定する者がこれらの給付の支給を受け、又は受
けようとした日以後新たに受給資格、高年齢受給資格
又は特例受給資格を取得した場合には、本規定にか
かわらず、その受給資格、高年齢受給資格又は特例
受給資格に基づく就職促進給付を支給する

本規定により教育訓練給付金の支給を受けることがで
きない者とされたものが、当該給付金の支給を受け、
又は受けようとした日以後、新たに教育訓練給付金の
支給を受けることができる者となった場合には、本規定
にかかわらず、教育訓練給付金を支給する

本規定により介護休業給付金の支給を受けることがで
きない者とされたものが、当該給付金の支給を受け、
又は受けようとした日以後、新たに介護休業を開始し、
介護休業給付金の支給を受けることができる者となっ
た場合には、本規定にかかわらず、当該介護休業に
係る介護休業給付金を支給する

本規定により育児休業給付の支給を受けることができ
ない者とされたものが、当該給付の支給を受け、又は
受けようとした日以後、当該育児休業給付の支給に係
る育児休業を開始した日に養育していた子以外の子に
ついて新たに育児休業を開始し、育児休業給付の支
給を受けることができる者となった場合には、本規定に
かかわらず、当該育児休業に係る育児休業給付を支
給する

本規定により出生後休業支援給付の支給を受けること
ができない者とされたものが、当該給付の支給を受
け、又は受けようとした日以後、当該出生後休業支援
給付の支給に係る出生後休業を開始した日に養育し
ていた子以外の子について新たに出生後休業を開始
し、出生後休業支援給付の支給を受けることができる
者となった場合には、本規定にかかわらず、当該出生
後休業に係る出生後休業支援給付を支給する

本規定により育児時短就業給付の支給を受けることが
できない者とされたものが、当該給付の支給を受け、
又は受けようとした日以後、当該育児時短就業給付の
支給に係る育児時短就業を開始した日に養育していた
子以外の子について新たに育児時短就業を開始し、
育児時短就業給付の支給を受けることができる者と
なった場合には、本規定にかかわらず、当該育児時短
就業に係る育児時短就業給付を支給する

他 受給資格者が本規定により就職促進給付を支給され
ないこととされたため、当該受給資格に基づく就業促
進手当の全部又は一部の支給を受けることができなく
なったときは、就業促進手当の規定の適用について
は、その全部又は一部の支給を受けることができない
こととされた就業促進手当の支給があったものとみな
す

本規定により教育訓練給付金の支給を受けることがで
きなくなった場合においても、教育訓練給付金の支給
要件期間の規定の適用については、当該給付金の支
給があったものとみなす

基本手当 日雇労働求職者給付金

雇用保険法


